
給与所得等に係る市民税・県民税・特別徴収の決定・変更通知書（納税義務者用）

税額控除所得割④

税 額 控 除 額 ⑤ 　６月　

均 等 割 額 ⑦ 　８月　

税額控除所得割④ 　９月　

税 額 控 除 額 ⑤ １０月　

所 得 割 額 ⑥ １１月　

均 等 割 額 ⑦ １２月　

　1月　

２月　

1 ３月　

（摘要） ⑤のうち、寄附金税額控除額    市  ３５，６８０円   県  ８，４２０円 ４月　

住宅借入金控除額    市  ７３，０４０円   県  １８，７６０円 ５月　

個⼈住⺠税減税控除済額 ２０，０００円 控除外額 ０円

確定申告の内容が、申告時期・内容により、この通知に反映していない場合があります。

2,282,000

税

額

不
動
産

利

子

配

当

給

与

所

得

給 与 収 入 5,159,564 主 た る 給 与 営
業
等

農

業

整理番号
課

税

標

準

給 与 所 得 （ 所 得 3,684,800 以 外 の 合 算 時渡 分離短期譲渡 所 得 割 額 ⑥
雑

一譲 山 林 所 得 126,720 7,000

55,800 　７月　 6,200

市

民

税

182,560 納 付 額総 所 得 ➂

金額調整控除 後 ）

その他の所得計 所 得 区 分 分離長期譲渡 3,500 6,200

6,200

所

得

控

除

雑 損 障 ・ 寡 ・ ひ ・ 勤 上場株式等の配当等 31,680

総 所 得金 額➀ 3,684,800 株式等の譲渡
県

民

税

45,640

扶養親族該当区
分

本 人 該当 区分 繰
越
損
失

2,000

基 礎 430,000

6,200

医 療 費 29,726 配 偶 者 先 物 取 引 13,900 6,200

同

障

特

障

他

障

特

障

他

障

6,200

小規模企業共済 扶 養 330,000 特

定

同

労

老

人

　

そ
の
他

社 会 保 険 料 550,520 配 偶 者 特 別 控

配

老

配生 命 保 険 料 62,500

寡

婦
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控 除 不 足 額 ⑨ 0 6,200

既 充 当 額 ⑩ 0 6,200

既 納 付 額 ⑪ 0 6,200

地 震 保 険 料 所得控除合計➁ 1,402,746

変 更 月 　　　　　　月

差引納付額（⑧-⑪-⑨,⑩） 75,200 6,200

変 更 前 税 額 ⑫ 0

増 減 額 （ ⑧ - ⑫ ） 0
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保育料の概算を算定する場合の市民税の所得割額は、市民税の「税額控除所得割④」-「Ａ.個人住民税減税控除額（市）」に6/8を乗じた金額になります。

※以下の例は扶養者１名分もあり2人分の減税控除済額になっています。（10,000円／人の内訳は市8,000円、県2,000円）

今回の例では、182,560-16,000×6/8＝124,920円となります。

保護者（父と母）の所得割額を足したもので保育料を算定しますので、配偶者の市民税の所得割額が0円の場合、保育料は「利用者負担額表」の階層Ｃ9に該
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※この場合、市の個人住民税減額控除済額は 16,000円


